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　ユ，序　　論
　チエンバーズ教授は「会計の理論に対する青写真（Bluepri’nt　f－・or　A　Thebry　of　Ac－
counting）」という論文から初まb、「会計の一般理論を指向して（Towards　A　General
Theory　of　Accounting）」のモノグラフを含む十数余にのぼる論文を発表してのちに、19
66伍著書f会計、評価および経済行動（Accounting，EvaIuation，and　Eeonmic　B－
ehaviog）」を著した。その後、彼の著書に対する批判が数多くなされ、　The　Acc。unting‘
Review　（American　Accounting　Asociation）にはKermitLarson’andR
　　　　　　　　注1　　　　　　　　　　磁　　　　　　　　　　　　　　　　　　注3・VV・S・h・ttk・・G．　J・　Staub・’s・・tsよびE・r・1　R・1・eli・カ・著してやる。それに対して解
答が順次1967鰍t。b，t4・　1　，　、　，・E。，．，鉱J．，、aubusと。．R．1、e1、。に対す。
解答を含む）に・されてい。。そのほかにはR，xCru爵El。，i。nS．H，nd，、k調紐
　　　　　　　　　　．注8　　　　　　　注8
びDauidSolomonsによる著書の書評が出されている。これらの論文を通してチエ’ンパーズ理論
をながめることによつて、彼の理論の限界あるいは欠陥を把握すをことができる。そこで一っ一つチヱ
ンバーズ理論の批判とその解答を扱つてみることにする。
注1．K．Larsoli　and　R．W．Schattke，　Current　Cash　Equivalent，Addi－
　　　tiuity　and　FinanciaI　Action，　Accounting　Review，October
　　　1966
注2．G．J．Staubusi　current　cash　Equivalent　For　Assets　ADisst
　　　ent，　Accounting．Review．October　1967．
注5．E．R．　Iselin，　Chambers　on　Accounting　Theory，　Accounting
　　　Review，　Apr　il　1968．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　噛
注4．R．J．chambers，　continuously　contemporary　Accounting－Ad－
　　　ditivity　and　Action．　Accounting　Review，October　1967．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一ア31一
注5．R．J．chambers，　Measures　and　Vatues，　Accounting　Reuiew，Ap－
　　　ri1　1968●
沖6．Rex　cruse，　Reuiew　on　R．J．Chambers　Accounting，Evaluation
　　　and　Economic　Behauior，　Accounting　Review，　January　1967．
注7．E．S．Hendriksen．　Review　on　R．J．chambers　Accounting，Evalu－
　　　ation　and　Economic　Behavior，　Journal　of　Business，April　1
　　　967．
注8．D．Solomons，　Review　on　R．J。chambers　Accounting，Evaluation
　　　and　Economic　Behavior．　Abacus，December　1966．
　2，チェンバーズ理論の概説　　　゜
　チエンバーズの理論は、リトルトンとの論争に始まる。その初めの論丈Blueprintではf理論」
と∫一実務」を区分しrある技術（art）の首尾一貫した実践のためには規則体系（実務の）が必要であ
る。その規則体系は採用されると思われる実務を選びだす試みにとつて有用である。この規則が十分に
記斌されている場合に初めてこの体系のうちで首尾一貫せぬものを、発見することが可能である。だが、
二つの首尾一貫せぬもののうちいずれを採用し、いずれを放棄すべきかを決定する際には記述では役立
たない。この疑問はより基太的な命題、もしくは、一組の命題、即ち当該対象の理論に係わらしめなく
　　　　注9　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注9
てはならない」と述べ、理論とは「現実と背理するとは同義語ではない」即ち、実務から離反するもの
ではなくf自己の仮説を、現実のテストに求めることは理論家の最大の喜びとするものの一つである」
として理論と実務の結びつきを明確にしている。ここでは少なくとも従来の伝統的な会計から離れて現
実にそくした会計琿論をうち建ようとしている。
　そのうちたてようとしているチエンパーズの会計理論に目を向げると、従来の個別科学の粋の中にお
ける閉鎖的な方法から、各個別科学の垣根をとりはらい、関連諸科学の成果を相互に利用し、インター
ディスプリナリイな形態をとつている。即ち、チエンパーズの会計理論はその中に行動科学、情報理論
意思決定論、サイパネティツクス等々の諸領域とともに経済学にもあてはまる理論展開を独自な形でし
ているのである。
　そして、チエンパーズの会計の定華からすると、彼の会計理論はf個人または集団の構成員としての
行動（behavior）に関係する」ものであるとし、機能的にf会計は人々があたえられた目的をぬか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注10
りなく実施するという基礎にたつて、いくつかの事実を準備することである」としている。これは行動
主体即ち行為者（actor）を理論の中心に於き、行為者に有用な（USeful）情報を提供すること
が会計の役割だとし、それを一般化している。従来の会計学が利害関係者集団を理論の中核としている
ことを批判し、それらをも含めた行動主体に理論の中核を求め、その行動主体のとる経済活動のために
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一752一
もつと役だつ会計情報はいつたいどのようなものであるかを一元的に明確化しようと試みているのであ馬
　注11
るo
　そこで、チエンパーズ理論の展開を彼の著書fAccounting，Evaluation　and　Econo毒
mic　Behavior」のなかでながめてみることにする。　　　　，　　，
　オーに実体（entity）の考え方をみてみることにする。チヱンパーズは環境に対する人間の行動
原理をあてはめている。人間は環境に対して随意（voluntary）にも、不随意（involuntary
）に屯、適応（adaptation）する。即ち環境が誘引する緊張（strain）に対して、それを、ゆ
るめるよう求めるのである。適応状態とは緊張のない状態であり、行為者の目的は、より緊張したある
いはより不安定な条件に対して、より緊張度の低いあるいは安定な条件に変るようにすることである。
会計の実体もこのように環境に対して、伍常的（homeostatic）に適応状態を求める実体としてと
とらえているのである。
　才二に、実体の環境知よび手段（means）についてみる。上記に示したように実体は環境に対して
適応行動（adaptive　behavior）をとるものとしてとらえる。その適応行動は、実体の目的、
実体の手段、実体の環境の相互関連に於いてなされるのである・
　目的とは行為の対象（object）である。我々は環境からの刺激によb同時に多くの緊張を経験す
る。その時点でその数だけの目的をもつのである。その刺激は個々の行為者の価値体系よリランク付さ
れ達成目的が決定される。即ち刺激　緊張　目的選択の過程を経て環境への反応（response）がな
されるのである。
　そこで選択された目的は手段を利用することによつて達成される。その手段は諸種の緊張を軽減する、
即ち目的を達成する場合に役立つと信じられる稀少財貨であると定義される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Eそのような手段を利用して目的を達成する環境とは何なのであろうか。環境とは自然事象（natUi
raI　Phenomena　and　events）のみならず、社会的、経済的諸事象の全てを含むのである。
具体的な例をあげるならば、行為者の情況、行為者間の相互関係、法律制度や慣習、目的達成のための
手段、貨弊語よび信用に基づく価格機構を主体とする経済システム（機能が分化してkり経済市場で価
格を形成し貨弊および信用を通して流通するシステム）等々を含むのである。
　才三に、情報とその伝達システムについてみてみる。前述のような諸条件のもとで、実体は適応行動
をとるために、実体の内外から、実体の目的kかなつた諸種の情報を得て、諸種の意思決定者に（行為
者に）伝達をしなければならない。チエンバーズにおいては情報処理システムが独立して・is・　b、伝達シ
ステムに澄いてはフィード・バック理論がとり入れられてts　b、さらに、エントロピーの概念をとり入
てte　b情ee　k一よび伝達を一元化しようと試みている。そして、伝達される情報がもたねばならない具備
要件が具体的に提示されている。その具備要件は相互に関連するものとして、目的適合性（relev蝕
nce），客観性（objectivity）、照応性（correspondence）、画一性（uniformi－
ty）、中立性（neutrality）、および信頼性（reliance）があげられている。前にも述べ
一755一
たように・この具備要件を備えた情報はく行為者〉に有用であるとともに、それは一般化されているの
であるo
　最後に、貨弊計算についてみることにする。行為者に貨弊計算を提供するのは財貨の一つの周有性（
P「ope「ty）である貨弊的側面を提供するのであり、それけ様々な行為者に共通したものである。そ
の貨弊計算は上記の情報の具備要件を備えてい左ければならない。それではさらに進んでどのような特
鐵をもつたものであろうか。チヱンバーズは市場経済に治いては財貨の価格が変動することを特に強調
する・それ故直接現在に結びつかない過去の貨弊計算は現在の実体の状態を示すものではないとし、ま
た事前計算は主観的評価が入b込むから客観的なものではないとして、現在計篁をとる。現在とは瞬間
的に過ぎ去つてしまうものであるから、現在計算とは現在の状態を示す直接の過去の計篁を意味する。
それをチエンパーズは過去・現在計算（restros　pective　and　contemporary　calcu－
1ation）と呼んでいる。そして、これがチヱンパーズの言う実体が将来適応行動をとるに必要な現
在の状態を示す貨弊計算なのである。さらに進んで、チエンパーズは、この過去・現在計算は現在現金
等価額（currenent　cash　equivalent）で測定されなければならないとする。現在現金等
価額（以後CCEとする）は市場に於ける再販売価格（resale　price）であるとし、一元的に資
産、負債teよび持分を具体的にそれで測定するのである。
　以上チエンパーズの理論構造を概説してきた。チヱンパーズのこの厳格な理論構造に対する批判はオ
ーおよびオニに対するものでなく、矛二、矛三の理論構造の特徴に集中している。これは次の批判、応
答のところで明確に浮彫りにされる。
注9・R・・11Ch撞nb¢rしs〆IBS　peprint　for　A　Theory　of　Accountuig，
注10．R．J．Chambers，　Accounting，Evoluation　and　EconomicBehavi＿
　　　or，　P．15
注1t・前田貞芳稿．チエンバース会計理論の基本騎造エコノミア54号P．55
　3，K，ラーソンおよびR，vV，シヤトツクの批判とその批判に答えて
　チエンパーズの会計理論を批判するにあたつてラーソンおよびシヤトックは、f我々のアプローチは
本質的にはチヱンバーズシステムの骨組（frameWOrk）を受入れ、そして、彼が会計測度一即ち、
現在現金等価額（CCE）一を選択するところ媒本瞳固離（b・・i・p・・per・y）は彼が自
から設定する測定基準（measUrement　criteria）を満足させるものかどうかを問うものであ
る。特に、我々は付加条件（additiuity）の特徴に集中する。我々はCCEが付加条件の要請を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ff12
満足させていないということを示そうと思う」と述べ方法論的側面は認め、CCEの付加条件について
批判を行なおうとしている。
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　ラーソンra・よびシヤトツクは、「くその目的が市場にむける将来の行為に対する指針としての継続的
な財務情報の源泉を提供することであるところの過去・現在計算（retrospectiue　and　co－
。、，m，。ra，y，al，ul。、、。。〉雛としてのチ．ン，・一ズの会計の議は会計に湘すぺき
目的をあたえるものとして認められる。そして、会計が全て測定システムに従がわなければならないと
いう論議もみとめられている。事前計算（anticipatory　calculation）は少なくとも会計
が測定システムに限られ，るという程度で会計測定の範囲から排除されるべきだという見解に対しても支
　　　　　　　　注14持があたえられている」そこでfもし会計が全て測定システムの要請に限定され、CCEが測定される
べき資産および持分の一つの固有性だとしてとりあげられるftらば、明らかにCCEは保持すべきシス
テムとして測定可能な固有性でなくてはならなく、さらにCCEは意味を損することなく合計される個
々の資産澄よび持分のCCEを認めるという意味で測定可能でなければならない。即ち結果の要約は総
計に含められる資産および持分の集合のCCEと等しくならなげればならない」という。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注14
　さようにして、付加条件はチエンパーズのシステムの中では非常に重要である。しかしながら、もち
ろん伝統的な会計に澄いても同様重要な地位を占めているのである。要約はどんな会計報告書において
も重要だからである。といつても、ここでは両者の重要性の意味が違うことが留意されなければならな
い。　（これはチエンバーズの答えで明らかとなる）
　そこで、ラーソンおよびシヤトツクはチエンバーズの付加条件に関して疑問を感ずる。CCEは高度
に制約されかつ人意的な組合せをするオペレーシ・ンが仮定されるならば、付加することができる一だ
が、CCEが実際に組合せを含んでいるか否かは疑問が残る。また、たとえそのように組合されるオペ
レ・一一シ・ンが付加（addition）のために認められる基準であるとしても、資産澄よび負債のCCE
の結果の要約は広く様々な可能な将来の市場行為に関して何の意義もないであろうと結論しなければな
らない。このような要約は一般的目的適合性を持つといわれていても、かえつて負の情報内容をもつ傾
向があるのである。したがつて、以上にのべた二つの欠陥はどちらかの一方が欠除していてもチエンパ
ーズシステムは成立たないといつている。前者は資産xとyがあるならば、その価値は単純に加えるこ
とができるか否かの疑問であり、後者は単純に加えられた価値と二つの組合せが生む価値とは一致する
か否かの疑問である。両者の場合について具体的にみることにする。チエンパーズによれば、資産は実
体の所有している分離可能な手段であると定義され、資産のCCEは、もし資産が市場で販売されるな
らば、実現されるであろう価格と定義される。前者をみてみよう。xk’よびyがそれぞれ10ドルと1
5ドルだと仮定する。xとyが販売されるならば、その販売によつて得られるドルの多いさ（numero弔
sity）は10ドルプラス15ドルであるであろうQこのことは必ずやxとyの販売は別々の事である
ということを仮定しているのである。もしxとyが一つのパッケイジとして市場に出されるならば、そ
の実現可能価格は25ドル以上であると論ずることができよう。それ故、CCEの付加条件により示さ
れる組合せの様式はまつたく人意的であると理解される、それが組合せであるか否かさえ未解決の問題
であるとする。後者についてみてみよう。後者についてはXとyの結合の価値の例としてあげなくとも、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－755一
企業のrのれん」について示される。企業の集合体のCCEから、集合体になける全ての分離可能な資
産のCCEの合計を差引ことにより、のれんが算出される。この無形の要因は資産の集合体に澄いての
みr具現される」ようになb、資産の集合体がそれぞれの分離可能な要素に分解されるとわからなく左
　　　注15　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注16
るのである。この無形の要因は市場におげる企業の財務行為の限界を設定するのに非常に重要である。
チエンバーズのシステムでは、彼の資産の定義からして、また、CCEそのものの性格からして、この
要因は除外されるのである。
　以上のことからして・CCEは個々の登産の実現可能価格がそれらの資産の別々の販売を前提として
いるが故に付加できなく、したがつて、組合せの様式を含んでいないのである。また、CCEの要約は
その要約が資産の集合体を含む財務行為にかかわる実体の能力に何の関係もないのでf単純かつ実のある
理論」とと導びかないのである。
　そこで、ラーソンおよびシヤトツクは当面はチエンバーズの提案するCCEでの測定は困難であつて、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注17
満足すべきものではないが、数個の固有性で測定すべきであるとの結論に達している。
　それでは、チヱンパーズはラーソンおよびシヤトツクの批判にどう答えているか論じてみよう。
　チエンバーズはラーソンas・よびシヤト・クがCCEの付加条件に関して申し立てている反証は財務行為
（financial　action）、あるいは、度量衡的行為（metrolagical　action）に関す
るというよbはむしろ、商業的行為（mercantile　action）に関する論議に向けられていると
　注18いう。そして、彼等はf付加条件は伝統的な会計に於いても重要な位置をしめる」と言つているけれど
も、これはあきらかに間違〆～をおかしている。けだし、付加条件（additiuity）ではなくて、付加
（addition）が重要な位置をしめているからである。伝統的な会計は付加される大きさが実際に
付加しうるかどうか（付加条件に関する疑問）は明らかにしていないのであつて、うやむやにされ
ているのであるQ
　ラーソンk・よびシヤトツクの批判は、特定期日に澄ける販売価格が、別々に分離して販売されるのか1
あるいは、何等かの組合せで販売されるのか、のオペレーシ・ンの問題であつた。チヱンパーズが論じ
ている付加条件は、「時間がたつに従つて異なつていく測度、即ち、時間がたつにしたがつてそれ自体
変化する物差して言惨れる測度、を総計することに関する問題」に向けられているのである。そこに論議
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注19
のずれがあるように思われる。企業は現在ある状態が現在最も有利だからこそ現在の状態にいるのであ
つて、当該状態に於ける資産、負債詮よび持分の測定をチエンバーズは問題にとりあげているのだと思
われる。だからこそ、財貨の組合せに関する二者択一は「商業的行為」であり「ラーソンk・よびシヤト
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注20
ツクの例示はどんなに最低に言つても非現実的である全知の会計人を仮定している」とチエンパーズに
言わしめるのである。
　次に、ラーソン知よびシヤトックの言うfのれん」についてみてみよう。彼等が別々には役だたない無形
の要因は市場に細ける財務行為の限界を設定する場合に非常に重要だと言つているとすれば、なぜ企業
は企業の貸借対照表から無形固定資産（ここではのれんをいう）を償却するのか、またなぜ分析家は貸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一7ろ6一
借対照表に於いて無形資産に対して示された度量を無視するのか、さらに、会計人は購入しないのれん
（自己のれん）はけつして貸借対照表に記載されるべきでないと主張するのカ＼　という疑問が生ずる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注21また、彼等が無形の要因は資産の集合に澄いてのみ「具現される」と言つているのに対しても答えがな
される。無形の要因の測度が積極的であるとしても、あるいは、消極的であるとしても、我々は進んで
のれんの測度が何であるかを知ら鮒ればなら翼識轍企勤企業の行為によ。て超過稠をあげ
たということ（もし我々が伝統的なのれんの理念にしたがうならば）を立証して初めてのれんをもつて
いるということができる。そのことは、－ffの終りに、資産の貨弊固有性を測定するため、また、それ
故に企業の利潤をみいだすために、我々が企業の利潤を計算してみて初めてみいだすことができる大き
さを知らなければならないことを意味する。このことは彼等の論議が逃避しているところであると結論
するのである。
注12．K．Larson　andR．W．Schattke．　Current　Cash　Equivalent，Add－
　　　　i．tivity　and　Finaneial　Action，Accounting　Review，October
　　　　1966，P．634
注13．R．J．Chambers，　Accounting，Evaluation　and　EconomicBeha－
　　　　viOr，　P．99
注14．K．Larson　and　R．W．Schatthe，oP，cit．，PP。656～637．
注15．　Ibid．，P．639．
注16．Ibid．，P．640．
注17．Ibid．，PP．640～641．
注18．R．T．Chambers，　Continuously　Contemporary　Accounting－Add－
　　　　itiuity　and　Action，　Accounting　Review，October　1967，P，751
　　　　1．
注1g．Ibid．P．754．
注20．Ibid．P．フ54．
注21．K．Larson　and　R．W．Schattke，　oP，　cit．，P．659．　　　t
注22．R．J．chambers，　Accounting，Evaluation　and　Economic　Behav4
　　　　ior，　PP．209～212．
4，ストーバスの批判とそれに答えて
ストーバスはrチエンバーズ理論の顕著な特徴は、現在現金等価額（CCE）、機会原価（Oppor－
tunity　costs）、正味実現可能価値（net　realizabIe　value）等々に齢くところの諸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一757一
強調点である」として、ラーソンむよびシヤト・ク同様、チエンバーズ理論をこれらの点から批判し、
　　　注25彼なbの一般概念、最大時間一調整現金可能性（the　maximum　time－adjusted　cash
potential）に到達する。そこで、ストーパスのこの概念形成に到る経過を概説する。
　ストーパスはfチエンパーズの議論の鍵となる点は、生産の専門化と個人の欲望の満足とを相即させ
る場合交換（exchange）の役割を理解することである。その交換とは、交換するか否かを行なう意
思決定、即ち現存の資産を保有するか、あるいは交換するかの意思決定も、市場や価格も含んでいるの
である。この意思決定は明らかに資産の現在の市場価格あるいは交換比率を知つていることを要する．
現在の市場価格差引市場価格を得るに必要な費用（正味実現可能価格）は、常に、現存の資産を保有し
ているのかあるいは販売するのかを選択するのに関連があることは一つの明確な結論である。それほど
明確でないのが、資産の額が目的合的であるところの意思決定に関するあつまりの中での売るかあるい
は保有するかの意志決定の相対的な重要性である。このような意思決定の主たるものがそのために要求
される測定が資産の基本的測定として認められるところのものなのであろうか。あるいは、正味実現可
能価値はそのほかの意思決定タイプ同様最も目的適合的である資産の測度なのであろうか」と疑問を提
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注24起する。
　そこで、ストーパスは資産の個々の項目について、意思決定者が必要とする一般的測定概念とはどん
なものかを資産の性格にからみあわせて検討する。これは紙面の関係上ストーバスが示した図表を掲げ
るだけにとどめる。
　　8　　　　　　　　　　　意思決定に関する測定方法の目的適合性分析
資　彦　の　範　囲 意思決定の情況 最も目的適合的な測定
受取勘定 流動性の計画むよび統制 将来の現金フロー
外部投資家 将来の現金フロー
一時所有の投資 流動性の計画齢よび統制 正味実現可能価値㈲
外部投資家 正味実現可能価値（a）
販売のために保有される資産 業績評価のため
販売が困難でないもの 正味実現可能価値（a）
販売が困難なもの 取替原価
外部投資家
販売が困難でないもの 正味実現可能価値㈲
販売が困難なもの 取替原価
手許にあるストックの価格（b）
設定のため 正味実現可能価値　　　　　　‘
利用のために保有される資産 外部投資家 取替原価
計画、統制分よび業績
評価のための原価計算 取替原価
減価償却可能な設備資産 外部投資家 取替原価
資産取替意思決定 正味実現可能価値
計画、統制澄よび業績 取替原価於よび正味実現
評価のための原価計算 可能価値
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（a）．これらの場合には、正味実現可能価値は発生するところのものの最も役立つ証拠である。販
　　売するべく契約のもとに保有されている財貨についての論議は、もし発生するところのものに
　　関するもつとすぐれた証拠があるならば、それが使用されるということを示したのである。そ
　　こで正味実現可能価値は、これらの場合には、理想的な測定ではないのである。
（b）．会計記録からの情報は、このごく限られた価格設定情況にむいて非常に価値あるものかどう
　　かについてはいくつかの疑問がある。
　上の図表からして、正味実現可能価値が目的適合的である数は、その目的適合性に対する理由付とな
る測定としてはあまり重要でないことを意味している。その理由をストーバスに従つてみることにする。
上の図表で最も一般的な結論は意思決定を行なうであろうものに関するかぎり多くのものを知ることに
関心があるということである。投資決定を目的とするため、流動性計画澄よび統制において、Aたは企
業あるいは部門経営の達成値を測定する場合に澄いて、「行為者（actor）」は将来の現金フローに
対する資産の貢献額に関する現在価値（present　value）を知bたいであろう。「財貨は、直接
的にかあるいは間接的にか、現金を生みだすのに役だつという確信（belief）があるが故に、取得
されまたは保有されるのである。」経営者も、投資家も、経済的に動機づけされるという前提にたつと、
　　　　　　　　　　　　注25
我々は、f投資家は、最大時間一調整現金可能性（MATACAP一略称）に関心があり、経営者はそ
れを得ようと努力するであろう」ということを前提としなければならないと結論ずげる。ここでチエン
　　　　　　　　　　　注26　　　　　．
パーズの言うCCEとストーパースの言うMATACAPとの意味を混同しないようにしなければなら
ない。CCEとは［たとえ我々が放出しなくとも、通常の営業過程に於いて資産を売却できるであろう
額」に最も一般的に結びつけられるものであり、他方、MATACAPとは、　f我々の資産が、それら
注27の最もありそうな将来の進路に澄いて、現金フロー・となるであろう貢献額」を意味している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注27　以上のことからして、直接売却を通じてよりも利用を通した方がより貢献するであろうとの経営者の
確信の故に、保有されている多くの資産に対してはCCEは二次的な用途にしか役立たない。それ故に、
会計1青報についてはより広い見解が必要であること、それは測定すぺき最も有用な資産の固有性として
MATACAPに会計人の目を向けさせるように導びくとの結論に達している。
　このストーパスの批判に対するチヱンバーズの答をみてみることにする。
　チエンパー一一ズは一種類以上の情報があらゆる選択に必要であつて、まつたく異なった型の貨弊度量（
「nanetary　magnit　1．1　des）が必要であることを否定しない。それ故、ストーパスのMATACA
Pがあることも否定しないのである。したがつて、オーに、企業がいかなる時点においてももつている
資産および負債の貨弊度量（測度）があることも、才二に、選択時点に遡つて同じ方法で進行に従つて、
また選択時点で可能性があると思われる全ての二者択一的進路から、期待される現金の流入k・よび流出
を割引くことによつて得られる貨弊度量があることも、否定しないのであるQ
　チヱンバーズが会計に関して述べるとき、人が何か目的を達成しようと期待して心がまえするところ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一759一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注28
の犠性はその目的に帰せられる価値に関する指標（index）であるとする。選択とは将来の結果が期
待されるところの活動進路を決定することを言うのである。その選択をするには現在の事実としての情
朝を提供しなげれば攻らない。その上にたつて行為者は将来に関する予測をして、行為進路を決定する
のである。将来の時点に立つてこのように予測することをチエンバーズは評価（valuation）と言
つている。チエンバースはそこでストーバスに答えて次のように言つている。
　選択は企業の保有しているものの実際上の情報や～二れらの保有しているものに基づいたその展望に関
する評価の両者を要求する。前者の情報を提供することが我々のみるような会計の機能である。我々は
誰もが望む人によ，てなされる評価を除外する、というのは我々は評価にかかわる人的要因を知ること
　　　　　　　　　　　　　　　　注29
が不可能であることを認めるからである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　●
　そして、次のような結論を述べている。「ストー一一バスによつて示された所に澄いては、私は評価や測
度の二つの必要性を容易に受入る。だから、MATACAPのような概念は不必要だということを意味
しているのではない・私は・単純に・この概念力言生み出す価値およびその価値によるところの確信は会
計人の能力（competence）toよび判断（judgement）を越えることがらであるが故に、会計
¶　　　　　　　　　　　　　　　　　　注30
の一部としてはこの概念を排除したのてある」としている。
注25．G．J．Staubus，　Current　cash　Eguivalent　for　Assets　A　Disss
　　　　ent，　Accounting　Review，October　196ア．P．650
注24．　Ibid．P．650
注25．R．J．chambers，　Accounting，Evaluation　and　Economic　Behav－
　　　　ior，　P．198
注26．G．　J．Staubus，　oP．cit．，P．670
注27．G．J．Staubus，　oP．　cit．，P．670
注28．R．J．chambers，　Accounting，Evaluation　and　Economic　Behav乙
　　　　ior，　P．42
注29．R．．∬¢Kゑwbeで6，　M’e　asures　and　Values，　P．244
注50．R．J．Chambers，　Measures　and　Values，　P．244
　5，アイゼリの批判とそれに答えて
　チエンバーズに対するアイゼリンの批判は、チエンバーズ理論の主軸である資産、負債澄よび持分の
現在現金等価額（CCE）での測定に関するものである。特に、チエンパーズがアイゼリンに答えてい
2るアイゼリンの批判の二点、短期間（short－run　period）、詮よび事前計篁（anticipa－
tOry　CalcUlatiOn）の排除について考察してみることにする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－740－－L
　まず、短期間に閣するチエンバーズ批判をみてみよう。f財政状態とは間接的交換にたずさわる一時
点における実体の能力である。それは所有している手段の貨弊的固有性と実体の義務の貨弊的固有性と
の間の関係によつて示される」そして「その時、一時点に於ける実体の一義的な財政状態が存在し」ま
　　　　　　　　　　注51　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注32
だ、卜時点に澄げる資産あるいは負債の貨弊的測定はその時点にむげるCCEである」ということを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注33
示す。彼は「間接的交換にたずさわる一時点に詮ける実体の能力とはなにか」の演繹を進め、ゴーイン
グ。コンサーンの点に澄いて、「ゴーイング・コンサーンの資産のCCEは通常の営業過程で短期にお
いて（in　the　long－run）得られる額、即ち短期における市場再販売価格である」という。か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注34
ようにして、彼は、行為（，1　ction）は即時的なものではないと理解し、資産の点においては間接的
交換にたずさわる実体の能力は短期に赴ける市場再販売価格によつて測定されると考えるのである。
ここにアイゼリンの疑問がでてくる。fもしこの特定の固有性を測定するという目的が財政状態に関す
るステートメントに澄いて達成されるならば、この短期間（short－run　periρd）の長さは特定
のステートメントに現われる全ての項目に対するものと同じであるべきだと思われる。しかしながら、
チエンパーズはどれくらいの期間が短期間（short－run　period）なのか論じていない。それで
は短期間とはどれくらいの期間をさすのだろうか」と。得られる額は短期の長さによつてしぱしば変る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　注35
ので、このことはチエンバーズシステムにおける重大な省略となるのである。
　次に、事前計算の批判をみてみよう。チエンパーズは「将来の諸条件あるいは事象についての計算は、
常にかっ必然的に、仮設的である。将来に結びついた提案は事実のステートメントではない。・・・…
どれだけ多くの注意が払われようが、将来の価格一原価あるいは売上高としての一は主観的な見積額で
ある。即ち将来の価格はそれが計算に利用される時点に澄いて別々の確証を得ることができない」とい’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注36
い、会計から事前計算を排除する。それに対して、アイゼリンは［正味実現可能価格は・・。顧客診よ
び競争相手の短期の将来の行為に依存するであろう。そして、これらのことは正確に予測しえないので
ある。さすれば、チヱンバーズによれば、短期に診げる正味実現可能価格は必然的に仮設的であるにち
がいなく、別々の確証を得ることができないにちがいない。」それ故、「この概念上の不一致を克服し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注57
ようとすれば、チエンパーズは彼の理論を変えるか、または、ある程度の事前計算を含めるか、あるいは、
初めから出なtoして財政状態に関する新たな概念をみつけるか、どれかをしなければ友らない」と結
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注58
論づける。
　この批判に対するチエンバーズの答をみてみよう。彼は二つのアイゼリンの批判を同時に次のように
答えている。
　「短期間（short－run　period）」は論議の展開の中で私によつて使用された語句ではない。
私は、現在（now）あるいはごく近く（very　soon）を意味する　f短期に澄いて（in　the
short　run）」を使用した。もつとしばしば、私はf一時点に齢いて（at　a　point　of　t－
ime）」を使用した「いかなる動的現象もある時点においては一つの状態をもoと言えよう。ある期間
にわたると多くの状態をもつにちがいない。そのため、状態という概念は短期間（short－run　p－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－741一
eriod）に結びつけられると、それ自体非常に莫然としたものになる。もし我々が一時点を考えるな
らば、我々はある莫然としたものを取除ける。しかし、その時点に澄ける状態を決定することに関する
全くの困難に直面する。このことに対する私の接近法は、簡単に言うなれば、知ることができるものを
できるだけ好ましく示すことである。そして、原則においては、当該時点の事物の価格は知ることがで
きるのである・企業がある将来の賄に柿てあるであろうところρものを示す識は塗業槻勧
るとこうのものに関するステートメントに貢献することはできない。もし私が8時間たつと二a一ヨー
クに居ると仮定するとすれば、このステートメントを受取る人は誰もが現在私が居るところを語ること
はできない。…　　それは企業の財務諸表にも同じである。
　　注59　以上がチエンパーズのアイゼリン批判に対する答である。そのほかにも、　チエンバーズ・
理論に対する批判があることは序論で述べたとうりである。これらの批判も、批判の側面が違うといえ
ども、現在現金等価額にかかわる批判である。この三つでだいたいこのことに閲する批判はある程度理
解ができると思われるので省略させていただく。
注51．R．J．Chambers，　Account量ng，Evaluation　and　Economic　Behav－
　　　　ior，　P．101
注32．Ibid．P．81
注35．　Ibid．P．120
注34．　Ibrii姐．1P．．218
注55・E・R・Iselin，　Chambers　on　Accounting　Theory，Accounting　R－
　　　　eview，April　1968．P232
注36．R．．J．Chambers，　Accounting，Evaluation　and　Economic　Behav‘
　　　　iOr，PP．85，84
注37．E．R．lselin，oP，cit．，P．253
注58．Ibid，P。254
注39・R．．J．Chatnbers，・Me　asures　and　Values，　P．247
　6，結　　　び
　チエンバーズ理論の批判を三っの論文から扱つてみた。オーは、ラーソン吾よびシヤトツクのCCE
の付加条件（additiuity）と資産全体の価値に対する批判であつた。オニtt、ストーパスの意思
決定に対するCCEの有用性に対する批判であつた。汁三は、アイゼリンの短期間と事前計算に対する
批判であつた。
　この三論交はそれぞれチエンパーズ理論のキイポイントをついたものである。これらの批判に対して
それぞれ批判者の立場に立つて答えているようである。このような批判がでてくる背景には、チエンバ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー742－一
σ一ズ凋論が厳格に論理化されたシステムを建設しようとするところにある。即ちチエンバーズが、財政
状態を決定する場合に、過去・現在計算よb、CCEを一時点において計算しようとするのにある。概
念的には確かに厳格に論理化されているが、アイゼリンが指摘しているように、CCEによる正味実現
可能価格は、一つの企業の活動の流れを一時点で切つて、それも時間的に厳格に切つて計算することに
批判がなされているのである。これらの点は、早急に解決しがたい問題をいくつもはらんでいるので今
後さらに探求が進められなければならない点である。
　最後に、チヱンパーズ理論について、そのほかの点で、もつと深く追求されねばならないと思われる。
　　　注40
クルースの追求する｛亙常的モデル（homeostaticmodel）もその例である。さらに、R．W．
　　　　注41　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・レフトウィツチ（Richard　W．Leftwich）のモノグラフもその例である。これらの探求はチエ
ンパーズのいくつかの行動に関する前提の批判よりなつている。これらを検討することも今後の課題で
あると思われる。
注40．R．Crus．　Reuiew　on　R．J．chambers　Accounting，Evaluation
　　　　and　Economic　Behavior，　Accounting　Reuiew．　P．207．208
注41．R．W．Leftwich，　ACritical　Analysis　of　Some　Behavioral
　　　　Assumptions　Unterlying　R．J．Chambers　Accounting，Evaluat＿
　　　　ion　and　Economic　Behau・ior．12　August　1969．University　of
　　　　QueensI・・and　Papers．
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